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Ⅰ．はじめに

　インドは人口や成長といった規模の面から、また近年の政策対応の面からも有望な市場で
あると言われている。規模の面では、人口約 12 億人でそのほぼ 6 割は 30 歳未満という人口
動態がしばしば指摘される。また、人口 100 万人以上の都市が、欧州全体を上回る 45 ある
ことからも市場規模の大きさは推測できる。また、近年の経済成長によって、世帯年収 20
万ルピー以上の比率は約 15％に達しており1、2025 年には人口の 70％以上がこのカテゴリー
に入ってくると言われている2。
　政策面では 1991 年以来、外資による直接投資の解禁を徐々に進めてきた。2011 年 8 月に
は日印包括的経済連携協定（CEPA）も発効した。CEPA は貿易、投資、経済協力などその
内容は多岐に及ぶが、日本企業による対インド直接投資にとって、税制優遇や手続きの簡素
化などを通じてより促進的に作用すると期待される。2012 年末には複数ブランドの小売業
に関しても外資への開放方針が決定し、外資を利用して産業の近代化を進める方針を堅持し
ている。さらに日本国内の人口減少・経済低迷に伴う市場規模縮小、リーマンショック以降
の欧米市場の成長制約、チャイナリスクの軽減といった観点からも、今後インドは注目度の
高い市場であるといえる。
　本研究では、電機企業によるインド市場展開の代表的なケースを取り上げる。新興国ビジ
ネスへの進出を検討する上で有効と思われるマーケティング・ダイナミック・ケーパビリ
ティー（MDC）の 3 要素、すなわち①商品開発、②顧客との関係構築、③サプライチェー
ン構築 ─ を中心にケースを検討する。日韓企業による市場シェア獲得のスピード、その明
暗を分けたポイントを上記 3 要素に即して検討する。この 3 要素は MDC の枠組みにおいて
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並列的に取り上げられるが、インドのような新興国ビジネスにおける優先順位に関しても考
察を加える。その上で、MDC の新興国ビジネスへの適用可能性を再検討することを本研究
の目的としたい。

Ⅱ．既存研究の検討

　インドへのビジネス参入に関連したケース・スタディは、製造業のケースに限っても、友
澤（2005）、同（2011）、伊藤（2011）、朴・天野（2011）、金（2012）といった学術論文だけ
でなく、数多くの調査レポートやニュース報道が存在する。本稿はインド進出とインドにお
けるビジネス展開に関して、経営論の立場から整理し、理論へのフィードバックも試みよう
とするものである。このため、本節は経営戦略論の系譜を概観し、本研究が依拠する視座を
明らかにする。
　経営戦略論では、1980 年代の Porter （1980）などの競争戦略論に対して、1990 年代には
資源ベース論の考え方が対峙されるようになる（Grant 1991; Peteraf and Barney 2003）。
資源ベース論は、企業が持続的な競争優位を得るには、外部競争的環境よりも企業特殊的な
資源が重要であると主張する。資源は、企業の競争優位性に極めて重要な意義を有し、その
資源が、価値があり、希少かつ模倣困難で代替不可能なとき、競争優位が生じると考える

（Barney 1991; Mahoney and Pandian 1992; Amit and Schoemaker 1993）。
　しかし、資源を基礎とする競争優位がどのような場合も持続的であるとは限らない。競争
優位の基盤となる資源が保護される資源隔離メカニズムが働かない環境では、資源模倣の脅
威に晒されやすい（Williams 1992）。また、変化が速く不確実な環境下においても、持続的
競争優位を得るために資源ベース論の有用性は限定的である（Teece, Pisano and Shuen 
1997; Eisenhardt and Martin 2000; Makadok 2001; Winter 2003; Ray, Barney and Muhanna 
2004）。さらに、特定の環境の下で戦略的価値をもつ資源でも、急速な環境変化の中では、
企業の創造的な活動を制約し得る（Leonard-Barton, 1992）。
　こうした資源ベース論の問題に対し、1990 年代後半には、競争優位や高い収益性の直接
の源泉は資源自体ではなく、資源を組織内外から統合、構築、再構成するダイナミック・ケ
イパビリティであるとする議論が発展した（Teece et al., 1997）。ダイナミック・ケイパビ
リティは市場環境変化に対応するための、組織プロセスの集合（Eisenhardt and Martin 
2000）であり、この模倣困難性と活用能力が競争優位の源泉（Henderson and Cockburn 
1994; Zott 2003; Teece 2007）とされる。ダイナミック・ケイパビリティの構成要素は、①
機会・脅威を感知・形成する能力（センシング）、②機会を活かす能力（シージング）、③企
業の有形・無形の資産を拡充、結合、保護し、必要なときには再構成することによって競争
優位を維持する能力（リコンフィギュレーション）の 3 つの能力に分かれる（Teece  
2007）。Teece （2007） は、ダイナミック・ケイパビリティが特に重要となる経営環境とし
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て、①国際的で急速な技術変化等の脅威にさらされる環境、②商品開発のための技術が多角
的に結合されている環境、③財・サービスのグローバルな交換市場が発達している環境、④
技術や経営のノウハウを交換するための市場が未発達である環境 ─ を挙げる。
　上記①～④の経営環境は、新興国ビジネスの多くの場合において該当するとの認識に立
ち、Fang and Zou（2009）は、中国における国際的な合弁企業に関する分析を行った。こ
の結果、①商品開発及びその管理、②顧客との関係構築及びその管理、③サプライチェーン
構築及びその管理 ─ が具体的な企業活動としてカギになると示唆した上で、これらの要素
の総体をマーケティング・ダイナミック・ケイパビリティ（MDC）と命名した。MDC の考
え方・枠組みは、図 1 が示すように、ダイナミック・ケイパビリティの 3 要素のうち、セン
シング、シージングの各能力と密接に結びついていると考えられる。

　

（出所）Teece（2007）、Bruni and Verona（2009）、Fang and Zou（2009）に基づき筆者作成
（注）訳語は Teece （2007）の渡部直樹訳に従った。

図 1　ダイナミック・ケイパビリティとマーケティング・ダイナミック・
ケイパビリティの関係

　Fang et al.（2009） の考え方は、Day（1994）による「持続的な競争優位の源泉が顧客価
値創造の効率性と迅速性にある」、Wernerfelt（1984）の「組織のダイナミック・ケイパビ
リティが顧客価値創造のために有効な組織横断的な活動・プロセスを生みだす」といった考
え方を反映するものでもある。また、Bruni and Verona（2009）も企業成長の源泉を市場
理解、及び顧客との関係構築に求め、同様にこうした能力を MDC と規定する。
　インド市場への進出及びビジネス展開を扱う本研究も、Fang et al.（2009）が提示する
MDC の考え方に即して、各事例を検討する。すなわち、①商品開発管理、②顧客との関係
構築・管理、③サプライチェーン管理、の 3 要素に関して、日韓の家電製造企業を比較す
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る。上記①の商品開発管理は、顧客のニーズ・嗜好を把握し、新商品を着想・デザイン・開
発・投入する機能であり、それぞれの機能をスムーズに連結する機能でもある。上記②の顧
客との関係構築・管理は、広告宣伝を含む顧客・潜在顧客とのコミュニケーション、及びア
フターサービスやサポート機能も包含する長期的関係の構築・維持に相当する（Day  
1994）。また、販売流通体制の構築・整備・拡張もこれに含まれる。上記③のサプライ
チェーン管理は、Srivastava, Shervani and Fahye （1999） に従い、製造・生産のための供
給体制の設計・管理・拡張・統合といった機能を示している。具体的には、最適な供給元や
物流システムの選定・管理を内容とする（Mentzer et al. 2001）。これらの 3 要因に即して、
日韓企業の活動を比較検討し、3 要素の優先順位を考察する。その上で、MDC の枠組みの
新興国ビジネスへの適用可能性も併せて検討したい。

Ⅲ．ケース・スタディ

　以下、ケース・スタディとしてインド進出を果たした日韓の家電製造業からパナソニック
と LG 電子を取り上げる。まず、ケースに関する資料収集の方法を説明する。

1．ケースの検討方法
　ケースの検討にあたっては、インド人を含む専門家、実務家へのヒアリングを実施し、事
実確認と補完を行った。ヒアリングの概要は表 1 のとおりである。また、新聞・雑誌記事に
関しては、キーワード検索の結果 400 余りの候補が浮上し、それらを精査の上、本研究の事
例に関する 20 余りの記事を特定した。

表 1　ヒアリングの概要

対象者 所属する
組織 役職 所属組織

の国籍
対象者の

国籍
対象者
居住地

ヒアリング
実施日 ヒアリング内容

A氏 広告
代理店

主席
研究員 日本 日本 日本 2012/11/18

・インドにおけるテレビ広
告及び各社のマーケティ
ング状況

B氏 研究機関 主任
研究員 日本 日本 日本 2012/11/18

・日本企業によるインド進
出状況と各企業が抱える
課題

C氏
コンサル
ティング
会社

代表 日本 日本 インド 2012/12/14
2012/12/20

・日本企業によるインド進
出状況と各企業が抱える
課題

D氏
コンサル
ティング
会社

Managing
Director インド インド インド 2012/12/18

・インド人消費者の嗜好
・日本企業、韓国企業の製

品に対する消費者の評価

E氏 政府関係
機関 副代表 日本 日本 インド 2012/12/20

・日本企業によるインド進
出状況と各企業が抱える
課題
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対象者 所属する
組織 役職 所属組織

の国籍
対象者の

国籍
対象者
居住地

ヒアリング
実施日 ヒアリング内容

F氏 ビジネス
スクール Professor インド インド インド 2012/12/21

・インド進出企業のマーケ
ティング戦略

・インド人による日本製品
のブランド認知

G氏
大学

（経済・
経営系）

Associate 
Professor インド インド インド 2012/12/8

2013/1/17
・インド人による家電製品

の使い方

H氏
コンサル
ティング
会社

コンサル
タント 日本 インド 日本 2013/1/7

2013/1/20
・インド人による家電製品

の使い方、生活様式、家
電製品に対する考え方

2 ．パナソニックと LG 電子
2 - 1 　両社によるインドビジネスの経緯
　パナソニックと LG 電子によるインドビジネスの経緯は、表 2 のようにまとめられる。パ
ナソニックは 1970 年代からインドビジネスに参入し、1980 年代にはすでに松下、及びナ
ショナルの名称が一定のブランド認知を獲得していた。しかし、2000 年代に入って急速に
市場を席巻するサムスン電子、LG 電子といった韓国企業の攻勢を前に、売り上げ不振に陥
る。そして、2006 年には現地法人インド松下エアコンを清算するに至る。
　現地法人を統合し、伊東大三氏がパナソニック・インディアの社長に就任したのが 2008
年 3。2009 年のインドにおける売上高はパナソニックが 370 億円、これに対してサムスン電
子が 1,900 億円、LG 電子は 2,500 億円と全く歯が立たない状況にあった。その後、インドビ
ジネスを本社社長直轄プロジェクトとし、韓国勢の追撃を開始する。パナソニック本社は、
グローバル・ビジネス戦略の整合性も視野に入れ、2011 年にパナソニック電工、三洋電機
との 3 社統合を行う。このとき、本社の大坪文雄社長は「インドをグローバル戦略のモデル
地域にする」と宣言した。近年は、エアコン「キューブ」などヒット商品も生み、中期目標
としていた 2,000 億円を 2012 年には達成する勢いを見せた（戸田 2011）。
　LG 電子のインドビジネスへの参入は 1997 年、100％出資子会社 LGEIL（LG Electrics 
India, Ltd.）を設立したことに始まる。翌 1998 年の自社工場完成までは現地企業と提携し、
OEM 方式で商品提供を行ったが、現地企業との意思疎通に苦労する。工場完成後は自社主
導で製品開発、及びマーケティングの現地化を進める。
　参入当初は上位 5％の上位層をターゲットとするプレミアム戦略をとった。その後、上位
層のブランド構築を重視しつつ、中間層市場への浸透を現地適合戦略によって推進する。
1998 年にはソフトウエア研究所を立ち上げ、現地の研究人材の活用を図る。売上げは、
2005 年に 18 億ドル、2010 年には 24 億ドルと順調に伸びている。2011 年には従業員 5,913
人で、うち韓国人駐在員はわずか 22 人。また、デザインセンターを始めとして、現地の研
究開発部門は 649 人の陣容を擁し、インドに進出している多国籍企業の中でも最大規模を誇
る（朴・天野  2011）。
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表 2 　インドビジネスの歩み：パナソニック・LG 電子のケース

パナソニック ＬＧ電子

1972 ・ 7 月　電池の合弁会社インドナショナル
（株）設立、生産開始

1997 ・ 2 月	 LGEIL（LG Electronics India Ltd.）
設立1988

・パナソニック・ホームアプライアンシー
ズ・インディア創業

・炊飯器の生産・販売を開始

1997 ・エアコン、洗濯機、オーディオの輸入販売
開始

2002 ・ 3 月期決算で松下電器産業　（現パナソ
ニック）が4,310億円の損失計上

1998
・ 4 月	 ノイダに生産拠点を設立し、カラー

テレビ、エアコンの生産開始
・ 7 月	 洗濯機の生産開始

1999 ・ 3 月	 電子レンジの生産開始

2001 ・ 5 月	 モニターの生産開始
・エアコンの市場シェア 1 位達成

2003 ・冷蔵庫の市場シェア1 位達成
・ 9 月	 LCDモニターの生産開始

2004 ・ 1 月	 デスクトップPC の生産開始
・10月	 プネ工場建設

2005 ・ 4 月	 プネ工場で携帯電話（GSM 方式）
の生産開始

2006 ・販売不振から、現地法人インド松下エアコ
ンを清算 2006 ・ 6 月	 インド初の光学ドライブ生産工場を

プネに建設

2007 ・パナソニック電工がアンカーエレクトリカ
ルズ（電設資材大手）を500億円で買収 2007

・ 1 月	 2006 年PC モニターの100 万台販売
記録

・ 4 月	 プネ工場でLCD TV の生産開始

2008 ・インド事業の複数社を統合し、パナソニッ
ク・インディアを設立。伊東大三社長就任

2009 ・ 1 月	 2008 年の売上1,070 億ルピー達成
	 （約USD22億7,700）

2010 ・パナソニック本社のインド大増販プロジェ
クト開始。（サムスン追撃開始）

2011

・インド仕様エアコン「キューブ」発売
・4月本社でパナソニック電工、三洋電機を

完全子会社化
・4月にインドの販売会社モディケアと販売

面で提携
・ジャジャール工場での生産開始

（出所）薛（1989）、戸田（2011）、日経ビジネス（2011）、朴・天野（2011）、金（2012）に基づき筆者作成

　現在、ノイダ工場（ニューデリー近郊）でテレビ、冷蔵庫、エアコン、洗濯機など、プネ
工場（ムンバイ近郊）ではこれらの製品のほか携帯電話などを生産している。プネ工場は港
に近く、中東、アフリカへの輸出拠点としても機能している（朴・天野 2011）。LGEIL の
2010 年におけるインド国内売上げシェアは、テレビ、冷蔵庫、洗濯機、エアコン、電子レ
ンジなど多くの家電製品で 3 位以内にランクされている 4。
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2 - 2  パナソニック・LG 電子の比較考察：MDC の枠組みに即して
　本節はパナソニック及び LG 電子のインドビジネスに関し、MDC の 3 要素、すなわち①
商品開発管理、②顧客との関係構築・管理、③サプライチェーン管理 ─ について両社を比
較検討する。
　まず、商品開発管理に関しては、特に進出当初における現地ニーズの把握について両社に
大きな違いが見られる。LG 電子の場合、インド市場への参入を検討していた 1990 年代後
半当時、インドで本格的にビジネスを展開していた外資家電メーカーは日本企業しかなく、
日本メーカーのブランド感が際立っていた。後発参入組として、明確な戦略が必要な状況に
あり、大規模な市場調査と日本企業のベンチマーキングを実施することから始めた。この結
果、「日本企業によるビジネス展開は現地ニーズを反映しているとは言えない」と判断する。
具体的には、製品開発・人材と組織の現地化、及びチャネル開発の点で遅れており、後発組
にもチャンスがあると結論づけた。こうした調査を踏まえ、具体的な商品開発に当たっては
R&D を含めた現地化を推進する。現地の消費者行動・心理をよく知る現地スタッフを選
び、彼らにマーケティングや製品開発業務を任せ、大きな権限を与えた（遊佐 2010；朴・
天野 2012）5。
　研究開発を現地化することによって生まれた製品の例として、やや大きめの 1 ドアタイプ
冷蔵庫がある。通常の 1 ドアタイプよりも背が高く容量がある。従来、2 ドアのハイエンド
タイプは、1.2 ～ 4.5 万ルピー、1 ドアのローエンドタイプは 0.65 ～ 1.0 万ルピーであり、
LGEIL が投入した 1 ドアタイプは 1.0 ～ 1.2 万ルピーと、両セグメントの間隙を埋める商品
となった。15 色モデルをそろえ、インド人の好きな花柄デザインも投入した。この冷蔵庫
は、2011 年時点で販売台数は月約 6 万台、利益率 10％弱と高く、インド市場での成功例の
1 つと言われている。このほか、ドアロック機能を持つ冷蔵庫、エア浄化フィルターを備え
たエアコン、ネズミの侵入を防ぐ箱構造を持った洗濯機、不安定な電圧に耐えるコンデン
サーとそれを使った電子レンジ等々、ヒット商品を次々に開発する（朴・天野 2011; 金 
2012）。
　現地のクリケット人気を具体化した例としては、クリケットゲームを内蔵した液晶テレビ
を開発している 6。製品開発に際して、LGEIL は LG ソフトインドと協力し、ローカルデザ
インチームを立ち上げる。LG ソフトインドがゲームソフトを制作し、これを韓国の亀尾工
場に渡してテレビの集積回路（IC）に装填した上で、電子基盤に埋め込んだ。現地ニーズ
を製品に反映するため、部品にまで遡って設計変更を行った。また、テレビでは公用語以外
のローカル言語にも対応できるようなソフト開発も合わせて実施している 7。こうした現地
ニーズに即した製品開発によって、LGEIL によるテレビの市場シェアは 2011 年には 1 位と
なっている 8。
　この点について、パナソニックは 2008 年にパナソニック・インディアとして再スタート
するまでは、現地ニーズを十分に把握していたとは言いがたい 9。同社社長自ら「これまで
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は市場をよく調べずに製品を投入していた。インド市場への理解が足りなかった」と反省の
弁を述べている。そして、LG 電子に 10 年遅れて、現地スタッフを活用した市場調査と商
品開発に注力するようになる。現地の市場ニーズを探るため、インド人社員 9 人による「ボ
リュームゾーンマーケティング研究所」を設立し、市場調査を徹底する。成果の 1 つは、エ
アコン「キューブ」である。2010 年の 12 月に発売以来、好調な売上げを持続した 10。
　開発に当たっては、数百軒のインド人家庭を訪問して現地におけるエアコンの使われ方な
どを調査した。従来、室外機が分かれているスプリット型はハイエンド製品であり、約 3 万
ルピーと高価であった。一方、室外機が一体化し、窓に取り付ける仕様のウィンドウ型はス
プリット型製品の半額程度で人気があったが、窓のスペースを占拠する、音がうるさいと
いった難点があった。パナソニックの新製品「キューブ」は、ウィンドウ型製品と同程度の
価格（1.5 万ルピー）で購入でき、かつ室外機が分かれているスプリット型である。これを
実現するため、リモコンを廃止し 11、風向制御機能も省略した。これは、家庭訪問調査に
よって、1 日中つけっぱなしの家庭もあること、また室内の天井に扇風機が設置されている
ことが多く、空気の撹拌はこれで十分に行えるため、あえてエアコンにこの機能を求める必
要がない点を見出したことに基づいている（日経ビジネス 2011）。
　また、ドライヤーではエアコンに続くインドモデルを開発し、日本円で約 1,000 円の価格
で販売している。従来、安価なドライヤーは 100 度の熱風が出るので敬遠されてきたが、パ
ナソニック製は温風を 50 度程度に抑制した。また、電気シェーバー、髭トリマーなど、グ
ルーミング商品の販売も強化する方針である。
　次に、顧客との関係構築・管理に関して検討する。両社ともブランド戦略としてのテレビ
CM 重視とスポーツマーケティングの点で共通性がみられる一方、流通・サービス体制の点
で LG 電子がより具体化した施策を講じていることがわかる。
　まず、ブランド戦略の面を概観する。LG 電子は広告宣伝において、テレビと雑誌・新聞
広告を重視するとともに、スポーツマーケティングを推進する。例えば、クリケットの大会
を 10 年以上後援している。元来、スポーツマーケティングの考え方は、サムスン電子が新
興国の若年層に訴求するためにグローバルレベルで推進していた活動だが、インドの国民的
スポーツであるクリケットを中心とした活動では、LG 電子は自社が先んじていると自負す
る。この考え方は、前述のクリケットゲーム内蔵テレビのように、顧客とのコミュニケー
ションに限らず、商品開発にも反映されている（朴 2009）。
　パナソニックは 2008 年の再スタートまでは、日本メーカーのブランドイメージに依存し
ており、顧客との関係作りという視点は乏しかったとされる 12。再スタート後に直面した課
題は、ブランド認知を高めることであった。また、一度現地法人を清算した経緯から、再ス
タート当初はパナソニックに対する販売店の信頼は失墜した状況にあり、販売店の信頼を回
復することも課題とされた。このため、パナソニックはテレビ CM を中心とした大規模な
広告宣伝を展開する。ボリウッドの人気俳優・女優をブランドアンバサダーに起用し13、デ
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リーのクリケットチーム、及びサッカー・ナショナルチームのスポンサーにもなった。パナ
ソニックの自社調査によると、同社のブランド認知度は 2008 年当初の 15 位前後から、2011
年には 4 位に上昇した（日経ビジネス 2011）。また、販売代理店など取引先に対して「今回
は本気である」との意思を伝えることができ、信用獲得につながったとされる。約 10 年の
時間差はあるものの両社のテレビ CM 重視、スポーツ重視の方針は似通っている。
　ただ、顧客との関係作りのうち、流通・サービス体制の拡張において LG 電子が一歩先を
行く。広範な販売・サービス網を通じて、アフターサービスも含めたきめ細かな対応を行う
ことが重要な戦略の 1 つであり、LG 電子では支社の人員の半分をアフターサービス要員と
して雇用している。LG 電子は、進出当初、18 の支社、1,800 の代理店、85 のサービス店で
出発し、その後これらの数を増やすとともに、代理店の専属化を進めた。2011 年現在、専
属ディーラーは 2,350 店、非専属ディーラーは 12,500 店に達する。このほか、ブランド
ショップ 1,200 店、サービス店 1,154 店を擁する。拡充を推進したのはローカルの販売・
サービススタッフである。インドでは珍しい試みだが、販売員として主婦も採用する。家電
製品の主な利用者である主婦を取り込むことで、主婦層へのアプローチが円滑になる。さら
に、彼女たちの意見は、現地適合製品の開発のための貴重な情報源となっており、流通・
サービス体制が顧客との関係作りを推進すると同時に、商品開発にもフィードバックできる
仕組みを形成していると言える（朴・天野 2011）。
　パナソニックも、現在は Tier2, Tier3 と呼ばれる地方都市への販売網の拡張を図ってい
る。売上げの伸び率が高いのは大都市よりも地方都市であり、販売増は地方都市への販売網
の拡張と密接に関連している。伊東社長は「広告宣伝の空中戦でブランド認知は高まった。
これからは地上戦を強化していく」と宣言する。地上戦とは、強固な販売ネットワークを築
くことに相当する。2011 年には、インド地場の販売会社モディケアと販売面で提携した。
モディケアの担い手は地方在住の 35,000 人の主婦であり、顧客は 100 万人を超える。得意
とするのは人口 100 ～ 400 万人の地方都市であり、大都市のような宣伝広告は少なく主婦の
クチコミ情報がモノをいう地域である。2011 年 4 月からモディケアはパナソニックの炊飯
器とドライヤーを販売している。また、パナソニック電工が 2007 年に買収したアンカーエ
レクトリカルズも販売網として利用できると考えられる。アンカーエレクトリカルズはパナ
ソニック電工役員によると、旗艦販売店が 6,000 店、2 次 3 次の販売店を含めると 30 万店ほ
どの店舗網を有すると言う。さらに、将来的には販売ネットワークとして郵便局などの活用
も視野に入れている（日経ビジネス 2011）。
　最後に、サプライチェーンの構築に関して両社の状況を述べる。部品調達などに関する詳
細なデータは公表されていないが、両社とも現地生産と部品の現地調達を推進することに
よって、コスト低下を図っている 14。例えば、LG 電子はノイダ、プネの 2 工場を中心に、
インドをグローバル戦略の中で「第二生産拠点」と位置づけ、現地生産体制を整えている

（朴 2009）。このため、他国からの輸入は原則としてコンプレッサーなど一部の基幹部品に
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限られるとされる（青嶋・久保田・坂本 2009）。パナソニックはエアコン「キューブ」を従
来はマレーシアで製造していたが、2013 年以降はジャジャール工場での現地生産に切り替
える 15。また、洗濯機などインド地場メーカーの製品をパナソニック製品として OEM 供給
する計画もあるという（日経ビジネス 2011）。以上、顧客との関係構築・管理、及びサプラ
イチェーン管理に関しては、両社に多くの共通点が見られる。

Ⅳ．結　び

1 ．結論の整理と考察
　以上、家電製造企業である LG 電子とパナソニックのインドビジネスに関して比較を行っ
て違いを見出そうと試みた。背景として、日本企業によるインド進出が先行していたにもか
かわらず、韓国企業の実績が日本企業を凌駕しているという問題意識があった。
　MDC の 3 要素、すなわち①商品開発管理、②顧客との関係構築・管理、③サプライ
チェーン管理 ─ に即してそれぞれの要素を見るとき、特に上記①の商品開発管理の点で、
参入時に現地市場を詳しく理解し、現地ニーズに対応した商品を提供できたか否かにおい
て、日韓企業間に大きな違いが見られた。また、ケースで取り上げた LG 電子は、インド政
府・州政府からの期待と支援を背景に、参入当初から現地での量産体制に加えて研究開発拠
点の整備も積極的に行った。しかし、2000 年代後半からは、日本企業も現地ニーズの把握
を重視し、研究開発拠点の設置も進めている。
　上記②の顧客との関係構築・管理に関しては、テレビ CM などマスメディア広告の効果
に対する認識、及びサービス重視の姿勢という点で現在は、ケースで取り上げた 2 社には共
通点も多い。販売・流通網を拡張し、今後は地方都市にも展開することによって、販売強化
とサービス体制の充実を図るという考え方も共通している。上記③のサプライチェーン管理
も、現地調達の拡大によるコスト低減という考え方で両社は似通っている。上記①～③に関
する共通のキーワードが「現地適合」であり、これは現地の消費者理解、プロモーション、
コスト低減のすべてにおいて要請されることがわかる。
　2012 年末現在、920 社超の日本企業がインドビジネスに参入し、約 1,800 拠点で活動して
いる。さらに、中小企業も含めて 500 社程度の企業が参入を具体的に検討していると言われ
る。企業参入の準備期においては、グローバル戦略の中でのインドビジネスのポジショニン
グを検討し、フィージビリティ・スタディを行う。そして、インド地場企業など提携先の選
定や交渉、現地組織の確立、インド政府・州政府との関係作りが主要な課題となる。ビジネ
スの確立期においては、生産拠点、販売拠点、サプライチェーンの確立、現地組織の労務管
理、消費者理解・現地ニーズの把握が課題となっている。ビジネスが軌道に乗る頃から
CSR にも積極的に取り組むようになる 16。そして近年のパナソニックなど、ビジネス拡張
期に達すると、地方都市への展開を考え、流通網の拡張が課題として浮上している。注力し
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て取り組む課題の時間順序を検討すると、生産体制を中心とした組織や、サプライチェーン
から考え、「消費者理解・現地ニーズの把握」が後に回る傾向を見ることができる。ケース
で取り上げた LG 電子では、「消費者理解・現地ニーズの把握」を優先し、それに応じた組
織と体制を構築している。そして、現地ニーズを商品に反映できたか否かで市場における優
劣が決している。以上のことから、MDC の 3 要素は並列的に論じられるよりも、新興国ビ
ジネスにおいては、商品開発、特に現地ニーズの把握が他の 2 要素に先行すべき要素と考え
るのが適切かもしれない。
　パナソニックを始めとする日本企業が、インドビジネスにおいて考える順番が上記の通り
だとしても、これはインドに限ったことではない。例えば、東南アジアに進出するケースも
同様であり、東南アジアにおいて、日本企業は韓国企業のプレゼンスを凌駕していることは
どのように説明されるのだろうか。これについては、日本企業が進出を始めた 1960 ～ 1970
年代にかけて、東南アジアでは日系の製造業が進出すること自体に新規性があり、消費者の
ブランド感を高めた可能性がある 17。あるいは、東南アジアでも、インドのように韓国が攻
勢をかければ逆転が起き得るが、韓国がまずターゲットとしたのは日本企業が根を下ろした
東南アジアではなく、チャンスが大きいと見たインドであったという見方もできる。

2 ．今後の研究課題
　本研究は MDC の 3 要素に即してケースを検討し、その結果、参入当初における現地ニー
ズの把握が重要との結論が得られた。MDC はダイナミック・ケイパビリティに基づく考え
方であり、市場理解及び顧客との関係構築が企業成長の源泉になると主張する（Bruni et al. 
2009）。また、Fang et al.（2009）は、3 要素を並列的に扱っており、ダイナミックな視点が
必ずしも明確ではない。この点に関して、進出期、確立期、拡張期といった区分を何らかの
基準で設定し、時期に応じた施策要件を考察する研究があり得る。進出期における現地ニー
ズの把握の必要性のほか、確立期、拡張期の課題と施策の有効性に関する検討が必要であろ
う。
　ダイナミックな視点に関しては、「試行錯誤」「方針転換」など、企業プロセスに関する資
源の再構成（リコンフィギュレーション）能力とも深く関連していると考えられる。この点
は MDC の枠組みには含まれておらず、この枠組みだけではインドのような新興国ビジネス
を検討するには不十分であると推測され、今後の検討課題となる。
　ケースを検討する中で重要であり、かつ MDC でも本研究でも検討されていない要素とし
て「本社の方針・意思」「本社と現地法人のコミュニケーション」がある。ケースを検討す
る中で、現地適合がキーワードとして浮上したが、これは本社の適正な関与のもとで、現地
法人が有効な活動を行うことであり、現地法人に権限と責任をすべて委ねることではない。
このためには、本社と現地法人間の意思疎通や本社のサポート体制が重要になる。
　例えば、パナソニックが現地適合に大きく舵を切った背景には、社長直轄プロジェクトと
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して本社の全面的バックアップによって進められた経緯がある。現代自動車では参入当初か
ら、本社の主導によって投入車の開発、生産及びマーケティング体制の構築が進められた。
LG 電子では現地法人社長の強力なリーダーシップによって現地適合が進められたが、本社
方針を具現化する活動であるとの全社的な認知を獲得していた。すなわち、ユーザー・エク
スペリエンスの最適性を基本とするデザイン重視の本社方針と整合的な活動として、インド
現地法人独自の R&D が認められていたわけである 18。2005 年の東京大学ものづくり経営セ
ンターの調査は、日本企業の現地スタッフによる以下のような声を紹介している。すなわ
ち、「日本本社も韓国勢がインドでプレゼンスが高いことを知っている。また、インドが大
市場になることも知っている。しかし、インドの状況を知らな過ぎる」「日本本社はインド
市場に対するコミットメントが少ない。支援はあるがマイナスの補填で、ポジティブな拡大
のための投資ではない。インド市場でのブランド構築を考えると今は重要な時期にあるが、
これに対して十分な資源を割いていない状態である」といったコメントである。
　本社・現地法人間のコミュニケーションを含む、企業内及び企業外との双方向の関係構築
が企業成長に重要な役割を果たすとする研究に、Hedlund and Roland（1990）、Birkinshaw 

（1997）、Birkinshaw and Hood（1998）、Birkinshaw（2000）などがある。これらの研究は、
多国籍企業一般に関して論じられたものだが、新興国ビジネスのケースに照らして検討する
ことは今後の研究課題となろう。

注
1 	 インド国立応用経済研究所（NCAER）の定義では、世帯年収 20 万ルピー以上を中間所得者層として

いる。
2 	 マッキンゼー予測（McKinsey, 2010）
3 	 日経ビジネス（2011）に基づく。
4 	 金（2012）など。
5 	 D 氏、F 氏のヒアリングによっても裏付けられた。
6 	 後述のスポーツマーケティングの方向性とも合致する。
7 	 インドでは、英語、ヒンディー語のほか 21 言語が公用語となっているが、そのほか多数のローカル言

語が使われており、日常的に使われる言語は、地方ごとに大きく異なっている。地方都市や所得階層
の中位以下に訴求するためには、こうしたローカル言語への対応が必要になる。

8 	 TV Veopar Journal, April, 2012, p.50 による
9 	 C 氏、G 氏のヒアリングに基づく。
10	 エアコン市場における同社のシェアは 2010 年の 4％から 2011 年末には 11％、2012 年末の目標は 25％と

設定された（Indo Watcher ビジネスプレミアム 2011 年 1 月 5 日号による。出所は下記の会員制サイト
	 http://premium.indochannel.jp./cgi-bin/nam）
11	 ただし、その後のキューブのモデルにはリモコンが付属している。オン・オフ、温度調節、風速、タ

イマー機能のついたワイアレスリモコンであり、節電目的にも合致したものとされる。ただし、リモ
コンのスクリーン表示は省略しているという。

	 （http://www.flipkart.cim/panasonic-cube-1-5-tons-cz-zc20nky-split-ac/p/itemd7z25taqx5vhb による）
12	 B 氏、H 氏のヒアリングに基づく。
13	 ムンバイを中心とした映画産業は、ムンバイの旧名称（ボンベイ）とハリウッドをかけて「ボリウッ

ド」と呼ばれ企業のイメージキャラクターについてインドでは「ブランドアンバサダー」という呼称
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を用いる。
14	 C 氏、G 氏のヒアリングに基づく。
15	 パナソニック IR サイト（http://panasonic.co.jp/ir/reference/presentation/irday/pdf/ird_ap.pdf ）に

よる。
16	 パナソニックは職業訓練学校への再生可能エネルギーを活用した電力の供給など、教育関連を中心に

社会貢献活動を行っている。
17	 これに対して、インドは東南アジアと比べて鉄鋼業を中心に地場の製造業が成長しているとされる

（中村・岩垂　2012）。
18	  日本経済新聞電子版 2011 年 12 月 14 日付（http://t21.nikkei.co.jp/g3/CMN0F12.do）による。
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